
♯7119 事業実施に係る基本情報（No.1）
令和３年４月１日　現在

総数

救急相談 39,825 (19.6) ％
10,323

（重複計上）
－ ％ 15,991 (72.8) ％ 80,909 (42.2) ％ 221,379 (61.1) ％ 123,869 (50.0) ％ － ％ 1,003 9.6 ％ 124,098件 (51.2) ％

医療機関案内 12,368 (6.1) ％
2,366

（重複計上）
－ ％ 5,222 (23.8) ％ 110,781 (57.8) ％ 140,261 (38.7) ％ 123,679 (50.0) ％ － ％ 2,185 21.1 ％ 96,291件 (39.7) ％

その他 151,284 (74.3) ％
687

（重複計上）
－ ％ 747 (3.4) ％ － － ％ 814 (0.2) ％ ― ― ％ － ％ 6,766 65.4 ％ 22,084件 (9.1) ％

相談看護師

受付員／オペレーター

その他

体制

出務時間

相談看護師

受付員／オペレーター

その他（監督員等）

相談看護師

受付員／オペレーター

その他

救急相談

医療機関案内

救急相談

医療機関案内

検証内容

検証方法

メンバー

頻度

実施主体

メンバー

頻度

対象者

実施者

頻度

（※）民間コールセンター活用団体以外

医師直接講義 運営業務の受託者が実施

年に２～３回程度 年４回程度 入社時・３ヶ月後・月１回

― 大阪市消防局及び受託事業者

対応する可能性のある相談員 オペレーター 全看護師 ●新規採用者全員
　- 導入研修（１回４時間、計１１回）-講義･
　　 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ･実地
　-フォローアップ研修（導入研修後6か月、
　　12か月-計２回）-ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ･実地
●現任従事者全員
　- 定期研修（相談看護師：月１回、
     オペレーター：年５回）-講義・録音記録 ﾚﾋﾞｭｰ
●現任従事者のうち業務に問題のある者
　- 個別研修 -録音記録ﾚﾋﾞｭｰ･ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ･実地

入社時・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修等

新規採用時 入社時・３ヶ月後・月１回 ①事業開始時　②毎月

必要に応じ、救急安心センターきょうと運営協議会が
開催（令和2年度は1回）

不定期（実績年1回）年1回（新型コロナの影響により書面開催）
年1回
※R2はコロナウイルス感染拡大のため中止。

①茨城県のマニュアル、プロトコールの講義
②独自テーマでの勉強会

集合形式

合計年６回程度
①年１回～２回
②月１回
③週１回

―月2回 年に１回程度

― 不定期

7本部の消防長
（うち3本部は常任）

― 看護師

救急安心センターきょうと検証会議 救急安心センターおおさか運営委員会

必要に応じ、救急安心センターきょうと運営協議会が
開催（令和2年度は1回）

①毎月１回
②本委員会（年１回）、作業部会（年２回）

①横浜市救急相談業務運営協議会
②横浜市救急相談業務運用部会
③実務者会議定例会

―

データ分析は月1回＋都度実施
会議は下記のとおり実施

年1回 月に一人2本 － 毎日
①実務者会議定例会（週１回）、運用部会（月１回）
②問題発生時に随時検証

年1回

救急安心センターきょうと運営協議会と検証会議委員

①救急安心センターさっぽろ運営会議 おとな救急電話相談運営検討会議
管理者ミーティング
（委託事業者が実施）

救急電話相談事業運営協議会 運営協議会・実務委員会

救急専門医、東京都医師会、東京都福祉保健局、東
京消防庁

① 横浜市医師会、横浜市病院協会、横浜市立大学、
横浜市（医療局、消防局）
② 横浜市医師会、横浜市立大学、横浜市（医療局、
消防局）､委託事業者
③ 横浜市医師会、横浜市医療局､委託事業者

―

97.0%（令和２年度） - 72.4% 取得困難

実務者会議定例会及び運用部会にて検証 会議での意見聴取
令和２年度については、毎月の利用実績およびウェ
ブアンケート調査の結果をもとに検証

検証会議

検
証
・
研
修
体
制

検証体制

プロトコール、応答状況等 対応に困難が生じた案件 茨城県♯7119の対応音声 －

①参加自治体、消防、医師会 医師，仙台市消防局，仙台市 マネージャーとサブマネージャー 埼玉県医師会役員等

医療政策課職員および下記会議体メンバー - - －

受託者月次報告、交換機データの分析および下記会議
体により検証

会議での意見聴取 指導者によるランダムヒアリング －

運営業務の受託者が実施 運営業務の受託者が実施

検証を実施する
会議体

研修体制

受付員・看護師（救急医療相談員） 入社時・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修等

医師・看護師

全救急相談
①毎週定例的にデータ報告、事例検証等
②問題事例は個別検証

①消防局職員および受託者職員
②医師・看護師等委嘱職員、消防局職員

医師・看護師 － －
府医師会、医療機関、学識経験者、消防関係者等
で、救急安心センターきょうと運営協議会が選定した
者（令和２年度は7名）

対応に困難が生じた案件 相談実績、導入効果、プロトコル等について
①統計データ検証及び対応要領の個別検証
②判定プロトコルの検証

消防庁プロトコル Ver.3 消防庁プロトコル Ver.2

応答率（年度） 87.3%（令和２年度） 約６０％ 78.5%(令和２年度）　※#8000と共用 － 97%（令和２年）

7.8分
平均値　４分14秒
中央値　３分46秒

384秒（緊急度判定を実行した事例・中央値）

転送回線なし 転送回線なし 専用転送回線

消防庁プロトコル Ver.3

ブース数（設備）
（※）

3 －
15

17

救急医療に関わる緊急度判断プロトコール
（東京消防庁Ver５）

消防庁プロトコル Ver.2

18 16（救急相談8ブースを含む）

8

音声ガイダンス 音声ガイダンス 受付員対応

119番通報の形態 専用転送 転送なし 転送なし 転送なし 専用転送 専用転送

オペレーター対応・音声ガイダンス併用

勤務形態（※）
2交替 －

6（監督員） －

平均値　10分18秒　　中央値　10分02秒

医療機関案内方法 オペレ－ター オペレーター対応
オペレ－ター

県の医療機関検索システム活用
音声ガイダンス

音声ガイダンス
オペレーター

オペレーター オペレーター対応 オペレーター対応

音声ガイダンス 音声ガイダンス

2交替 － 2交替 変則 2交替

運
　
　
　
用

受付の方法 受付員対応 受付員対応 受付員対応 音声ガイダンス

体
　
　
　
制

使用プロトコール（ベース）
その他

（電話救急医療相談プロトコル
〔監修：日本救急医学会〕）

消防庁プロトコル 消防庁プロトコル 消防庁プロトコル

平均処理時間（年度） 算出不能 ６分４２秒（平均相談時間） 不明 －

3 －

配置人数（※）

2～3 － 10 2〜14 2～16

1～3 － 8 1〜18 ―

1（監督員） － 1～2（監督員）

－ 48 約50名 ―

約40

3（監督員） 1〜6 (日中〜準夜帯のみ)

17(東京消防庁職員) 6名（管理グループ 事務員） 10

2交替 変則 2交替

職員人数（※）

21 － 60 約60名

医師
医師常駐体制 常時オンコール体制

11

－ 24時間 24時間 － 24時間 毎日18時～22時 24時間 ２４時間３６５日 24時間

医師常駐体制 下記時間以外はオンコール体制 医師常駐体制 常駐 常駐常時オンコール体制 医師常駐体制

横浜市負担 新潟県（2/3）・新潟市（1/3）
府が定額（２千万円）を負担、残りを各市町村消防本
部（局）が管内人口で按分した額を負担

大阪府内全市町村で按分費用負担の状況 構成団体で人口按分 宮城県（1/2）・仙台市（1/2） 茨城県負担 埼玉県負担 東京消防庁負担

コスト（運営費）

①（令和２年度決算額）
　　104,243千円（コロナ対応分除く）
②（令和３年度予算額）
　　133,366千円（コロナ対応分除く）

①（令和２年度決算額）20,657千円

②（令和３年度予算額）29,099千円

①（令和２年度決算額）13,860千円

②（令和３年度予算額）14,465千円

①221,597千円（令和２年度決算額）

②225,574千円（令和３年度予算額）

①令和２年度決算額　639,423千円

②令和３年度予算額　707,161千円

274,000千円
指定管理料（令和3年度協定額）

①（令和２年度決算額）6,109,078円

②（令和３年度予算額）7,958,000円

①（令和２年度決算額）　１２，０７８，０００円

②（令和３年度予算額）　４４，９７９，０００円

①（令和２年度決算額）251,350千円

②（令和３年度予算額）251,515千円

（相談）3.3％・（案内）3.3％ 0.2% 0.38% 2.74%利用比 9.90% 5.5% － 2.68%

認知度（調査実施団体） 56.4%（令和２年調査） 20.8%（H30調査） 23.4％（令和元年度調査） 「#7119」を知っているが4割（44.8％） 49.0（令和２年度調査）

愛知県（名古屋市） 大阪市内

71.5%
 (令和３年１月ﾖｺﾊﾏeｱﾝｹｰﾄ)

－
事業について「知っている」と回答した割合は16.9％にとどまった
（令和３年1月15日～1月19日に実施のウェブアンケート調査より） 36.4%（令和元年度調査）

埼玉県内 東京都内 横浜市内 県外コールセンター

コールセンター内常駐 民間事業者に委託

監督員として札幌市消防局指令課職員を配置 監督員として委託先コールセンター社員を配置 監督員として委託先コールセンター社員を配置 ― 監督員として東京消防庁職員を配置 統括責任者 委託先コールセンター社員 監督員として大阪市消防局職員を配置

コールセンター内常駐及びオンコール 民間事業者に委託

オンコール：横浜市大附属病院に委託

委託先コールセンターで確保 東京消防庁OBを会計年度任用職員として採用 民間事業者に委託 委託先コールセンターで確保 看護師資格を持たない受付員無し -

会計年度任用職員を公募 民間事業者に委託 委託先コールセンターで確保人員確保

医師
北海道大学、札幌医科大学

（大学の救急当直医師がオンコール対応）
委託先コールセンター勤務医 委託先コールセンター勤務医

・県医師会医師
・民間事業者に委託

都医師会に委託し派遣

―

出務：横浜市大救急医学教室医師に委託

委託先コールセンター勤務医

民間コールセンター委託 ■ ■ ■ ― ― ― ■ ■

平成19年6月 平成28年１月 平成29年12月 2020年10月 平成21年10月

相談件数
（年度）

203,477件
（令和２年度）※帰国者・接触者相談センター分を含む

12,762件
21,960件

（令和２年４月～令和３年３月）
191,690件

（令和２年度）
362,454件

（令和２年中）
247,548件

（令和２年度）

24時間　365日

4,770件
（R2年度）

10,342
242,473件
（令和２年）

受付時間 24時間　365日
平　 日：19時～翌8時
土曜日：14時～翌8時
日祝日：  8時～翌8時

24時間　365日 24時間　365日 24時間　365日 24時間　365日
毎日　19時～翌8時

（ＧＷ及び年末年始は24時間）
24時間　365日

約1,351万人（平成27年国勢調査） 約378万人 約230万人 2,610,353人 約884万人

関係団体間の事業の連携の方法 札幌市と各構成市町村との協定 － － － － －

府内全域

－
昨年度は２回にわたり協議会を開催し、利用状況お
よび運営方針について意見交換及び情報共有を行っ
た

消防組織法第39条の規定に基づく市町村の消防の
相互の応援として、大阪市と構成する市町村がそれ
ぞれ応援協定を締結

対象エリア

札幌市（平成25年10月～）
石狩市・新篠津村（平成26年度～）

栗山町（平成27年度～）
当別町（平成30年度～）
南幌町（令和２年度～）

県内全域 県内全域 県内全域 都内全域（島しょを除く） 横浜市 県内全域 京都府内全域

救急相談センター運営協議会
（都医師会、都福祉保健局、
救急専門医、　東京消防庁）

横浜市
（横浜市医療局）

新潟県
（福祉保健部）

救急安心センターきょうと運営協議会
（事務局：京都府健康福祉部医療課）

救急安心センターおおさか運営委員会
（大阪府内全市町村）

基
　
　
　
礎
　
　
　
情
　
　
　
報

実施主体
札幌市

（札幌市保健福祉局）
宮城県・仙台市

(宮城県保健福祉部）
茨城県

（保健福祉部医療局）
埼玉県

（保健医療部）

委託先コールセンターで確保

委託先コールセンターで確保 委託先コールセンターで確保 民間事業者に委託

エリア人口 約205万人 約233万人 約285万人 約730万人

開始年月日 平成25年10月 平成29年10月 平成30年10月 平成29年10月

コールセンター設置地域 札幌市内 県外コールセンター 県外コールセンター

横浜市 新潟県 京都府 大阪府項　　　　　目 札幌市 宮城県 茨城県 埼玉県 東京都



♯7119 事業実施に係

総数

救急相談

医療機関案内

その他

相談看護師

受付員／オペレーター

その他

体制

出務時間

相談看護師

受付員／オペレーター

その他（監督員等）

相談看護師

受付員／オペレーター

その他

救急相談

医療機関案内

救急相談

医療機関案内

検証内容

検証方法

メンバー

頻度

実施主体

メンバー

頻度

対象者

実施者

頻度

（※）民間コールセンター活用団体以外

検
証
・
研
修
体
制

検証体制

検証を実施する
会議体

研修体制

応答率（年度）

ブース数（設備）
（※）

119番通報の形態

勤務形態（※）

医療機関案内方法

運
　
　
　
用

受付の方法

体
　
　
　
制

使用プロトコール（ベース）

平均処理時間（年度）

配置人数（※）

職員人数（※）

医師

費用負担の状況

コスト（運営費）

利用比

認知度（調査実施団体）

人員確保

医師

民間コールセンター委託

相談件数
（年度）

受付時間

関係団体間の事業の連携の方法

対象エリア

基
　
　
　
礎
　
　
　
情
　
　
　
報

実施主体

エリア人口

開始年月日

コールセンター設置地域

項　　　　　目

係る基本情報（No.2）
令和３年４月１日　現在

19,645 (22.4) ％ 21,666 38.5 ％ 963 37.5% ％ 1,139 (79.2) ％ 16,216 (35.6) ％ 1,881 (73.0) ％ 6,353 (61.0) ％ 33,616 (72.3) ％

52,204 (59.5) ％ 27,635 49.1 ％ 429 16.7% ％ 261 (18.1) ％ 22,418 (49.3) ％ 286 (11.1) ％ 3,515 (33.8) ％
別事業として

運用
― ％

15,816 (18.0) ％ 7,007 12.4 ％ 1,177 45.8% ％ 38 (2.6) ％ 6,864 (15.1) ％ 409 (15.9) ％ 544 (5.2) ％ 12,866 (27.7) ％

32.4%(山口県)

月1回 運営業務受託者が実施
①新たに相談員となる場合
②相談員としての水準を確保するための必要な措置
が必要な場合

必要に応じて

委託事業者 委託事業者 講義形式(座学)他
①鳥取県マニュアル、プロトコールの講義
②独自のテーマで勉強会

不定期年1回 1回/月 月2回 年1回 年1回

受付員・相談員 運営業務受託者が実施

①数回/年
②隔月

・採用時
・１回/２ヶ月以上
・個別に必要に応じて

救急医療機関、消防、保健所関係者等
市町（保健福祉系の部署）、消防、県（消防保安課、
医療政策課）
※オブザーバーとして委託業者

運営業務受託者が実施 運営業務受託者が実施 委託先 委託先による導入研修及びＯＪＴ

全員 全相談員

①市医師会、看護協会、第二次救急病院協議会、救
命センター等
②オンコール医師、看護師、委託事業者等

年１回以上

対象エリア内の救急医療機関、
広島市医療政策課、
消防局等

医師、各関係機関

相談員・受付員

年間4回（看護師、オペレーター）
年間１回（医師）
※新規採用時には8時間×５回の基礎研修

1～2回/月
①事業開始時
②毎月

救命救急センター、地域代表消防、県担当部局、メ
ディカルセンター、医師会等

正社員・契約社員他 マネージャーとサブマネージャー

①運営に関する有識者会議
②連絡調整会議

奈良県救急安心センター事業検証会

―

対応の可能性がある相談員 相談業務に従事する相談員

①必要に応じて　②毎月(令和２年度は新型コロナウ
イルス感染症の影響により未実施)

①（連絡調整会議）隔月
②毎月（月毎に報告）

年4回 4半期に1回 月に一人2本

ナースミーティング
（委託事業者が実施）

管理者ミーティング
（委託事業者が実施）

救急相談センター広島広域都市圏運営検証会 徳島県メディカルコントロール協議会 山口県救急安心センター事業検討協議会 福岡県救急電話相談事業運営協議会

新任相談員

相談件数等 相談件数、相談内容、相談地域

年1回 毎月※情報提供

①運営協議会での協議
②定例会（相談員の意見交換会）

96.7%（令和２年度） 取得困難

山口県救急安心センター事業運営協議会員
①救命救急センター、地域代表消防、県担当部局、メ
ディカルセンター、医師会等
②民間事業者、相談員等

医師、委託事業者 モニタリング担当者（管理者含む） ―

①事業の実施体制や内容、判定プロトコルの検討
②個別の症例

判断困難事例 全相談員（無作為のモニタリング) 鳥取県♯7119の対応音声 夜間の救急患者の受入に関する課題等

救急医療機関、消防、保健所関係者等

算出困難 6分4秒 ６．７分

毎月の報告データを数値化

①連絡調整会議出席者
②事務局、委託事業者

①連絡調整会議による検証
②事務局による検証
　（委託事業者から定型的様式による報告あり）

会議 録音を確認 指導者によるランダムヒアリング 救急医療機関や消防局等との意見交換

委託事業者からの定例報告
（※問題のある事例（利用者意見、瑕疵の恐れ）等は
随時報告）

会議での意見聴取

消防庁プロトコル Ver2

―

5分31秒算出不能 取得困難 （平均通話時間 4分40秒） 取得困難 通話約5分58秒、後処理1分44秒

取得困難 約80％ 94.1% 取得困難 －※入電数（転送数）を管理していないため 取得困難

合計７

転送なし専用転送回線（神戸市のみ） 転送なし 専用転送回線

消防庁プロトコル Ｖｅｒ.2消防庁プロトコル Ver.3 消防庁プロトコル Ver.3 消防庁プロトコル Var.2 消防庁プロトコル Ver.2 消防庁プロトコル Var.2

6
6

― 別事業

消防庁プロトコル Ver.2

1

3

受付員対応

オペレーター対応 オペレ－ター その他オペレーター対応 オペレーター対応 オペレーター対応 オペレーター対応 オペレーター

転送回線なし 専用転送 転送回線なし 転送回線なし

音声ガイダンス受付員対応 受付員対応 受付員対応 受付員対応 受付員対応 音声ガイダンス

2～4 ２～３ 2～4

1～2

1～2 3

― 別事業

２交替 ― 変則

2交替 2交替

-― ―

２交替 ― 別事業

2交替 変則

11 10 約10
― 別事業として運用

― 2～4

3 3 ―

25 30

1～3 1

24時間 24時間－ - 24時間 24時間 24時間 24時間

約20 ― -

常時オンコール体制常時オンコール体制 常駐 常駐 常時オンコール体制 常駐 医師常駐体制常時オンコール体制

徳島県（1/2）
残り1/2を市町村で人口・財政按分

①協定市町（１５市町）　相談センター業務委託
②山口県　　　　　　　　　 通信経費等

福岡県負担両市の人口按分 奈良県負担

①（令和２年度決算額）　3,168,000円

②（令和３年度予算額）　3,168,000円

①（令和２年度決算額）
　1，584千円
②（令和３年度予算額）
　1，584千円

①（令和２年度決算額）　約95,000千円

②（令和３年度予算額）　約95,000千円

田辺市消防本部負担
鳥取県（1/2）

残り1/2を市町村で人口按分
広島市　7割

残り3割を市町で人口按分

①（令和２年度決算額）5,050千円

②（令和３年度予算額）8,710千円

①（令和２年度決算額）　21,608千円

②（令和３年度予算額）　25,102千円

①（令和２年度実績額）約95,000千円
②（令和３年度予算額）約96,000千円

①（令和２年度決算額）　97,051千円
②（令和３年度予算額）　102,926千円

①（令和２年度決算額）
　120,666千円
②（令和３年度予算額）
　121,274千円

0.36% 0.01% 0.91%5.44% 4.13%

40.2%〔令和２年〕（田辺市） ― ―

2.24%

県外コールセンター 県外コールセンター 福岡県内神戸市内 奈良県内 県外コールセンター 県外コールセンター

26.3%（徳島県）※R2.9 －2年度未実施 43.3%（平成30年　奈良県調査）

調整員として市職員を配置 監督者は委託 委託先コールセンター社員 委託先コールセンター社員 ―

広島市内

民間事業者に委託

―

委託先コールセンター社員 ―委託先コールセンター社員

神戸市立医療センター中央市民病院に委託
（オンコール）

委託先と県内病院で協定

民間事業者に委託

民間事業者に委託 民間事業者に委託 民間事業者に委託

民間事業者に委託

委託先コールセンターで確保 委託先コールセンターで確保

民間事業者に委託

委託先コールセンターで確保 委託先コールセンターで確保

■ ■ ―- - ■ ■

委託先コールセンター勤務医 委託先コールセンター勤務医 救命救急センター設置病院（市内）に委託 委託先コールセンター勤務医 委託先コールセンター勤務医 民間事業者に委託

56,308件
(令和２年度)

2,569件
（令和２年度）

平成28年6月平成21年10月 平成25年４月 平成30年9月 平成31年1月 令和元年12月1日 令和元年７月１日平成29年10月

24時間　365日 24時間　365日24時間　365日 24時間　365日 24時間　365日
平　 日：19時～翌8時
土日祝： 8時～翌8時

24時間　365日

1,438件（R2.4～R3.3）
45,498件

（令和2年度）
2,576 10,412件(R2.4.1～R3.3.31)

46,482件
（令和２年度）

87,665
（令和２年度）

－

約510万人約137万人 86,976人（令和３年４月末現在） 約56万人 約203万人 約72万人 約121万人約161万人

平日・土曜日：18時～翌8時
日曜日・祝日・年末年始：24時間

県内全域
神戸市

芦屋市（31年４月～）
県内全域 田辺市・上富田町 県内全域

＜広島県＞
広島市、廿日市市、熊野町、呉市、安芸高田市、
坂町、竹原市、江田島市、安芸太田町、大竹市、

府中町、東広島市、海田町、北広島町
＜山口県＞

岩国市、和木町

－
地方自治法第２５２条の２第１項の規定に基づく、

広島市と連携市町村との連携協約
－ － －両市間の協定 -

福岡県
（保健医療介護部）

奈良県
（福祉医療部医療政策局）

田辺市
（消防本部）

鳥取県
（福祉保健部健康医療局）

広島市
（健康福祉局）

徳島県
（保健福祉部医療政策課広域医療室）

山口県（総務部消防保安課）
山口県救急安心センター事業運営協議会

神戸市
（健康局）

県内全域
県内（一部※を除く）

※岩国市、和木町（広島広域都市圏で実施）
※萩市、阿武町（独自事業で実施）

徳島県 山口県 福岡県神戸市 奈良県 田辺市 鳥取県 広島市


